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96　　早法 96 巻 1 号（2020）

































































質的に放棄していると分析し、その例証として、最決平成 2 年 2 月 9 日（判時1341
号157頁）を挙げる。本決定と故意の構成要件関連性については、後述Ⅸ 1 参照。
（196）　專田泰孝「構成要件的事実の錯誤について」刑法雑誌49巻 2 ＝ 3 号（2010年）
66頁は、「犯罪論の全範囲で通用する『実質』を前提にすべきであり、錯誤論でし
4 4 4 4 4
か通用しない重なり合いを考えるべきではない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（圏点原著者）と指摘する。
（197）　專田・前掲注（196）66頁参照。




























































































































































（211）　松宮孝明「事実の錯誤と故意概念」現代刑事法 1 巻 6 号（1999年）36頁、玄守
道「条文からスタート刑法Ⅲ故意（38条）」法学教室407号（2014年）16頁、大山








































































































































































































































































































（239）　後述Ⅷ 5 （ 2 ）およびⅨ 1 （ 4 ）参照。



















































































































































罪の自由侵害犯的構成について（ 1 ）（ 2 ・完）」早稲田法学会誌67巻 2 号（2017
年） 1 頁以下・68巻 1 号（2017年） 1 頁以下参照。
































































































































































































































































































































































241頁、 高 橋・ 前 掲 注（23）207頁、 町 野・ 前 掲 注（115）196頁、 橋 爪・ 前 掲 注
（25）174頁など。






















き、旭川地判昭和60年 8 月23日（高刑集39巻 1 号19頁参照）は、遺棄罪の
「保護法益は直接的には個人の生命・身体の安全にあるものの、現代の社
会生活においては、いかなる理由によるにもせよ、人を遺棄してその生






























































和54年 3 月27日刑集33巻 2 号140頁）やコカインを所持する意思で覚せい剤


































1 年以上の有期懲役（覚せい剤取締法41条 1 項）、〔B〕ジアセチルモルヒネ
等の輸入も 1 年以上の有期懲役（麻薬及び向精神薬取締法64条 1 項）、〔C〕
ジアセチルモルヒネ等以外の輸入は 1 年以上10年以下の懲役（同法65条 1
項 1 号）、〔D〕大麻の輸入は 7 年以下の懲役（大麻取締法24条 1 項）である
から、共通薬物輸入罪構成要件は、そのなかで A ＝ B ＞ C ＞ D という
加重─減軽関係にある。それゆえ、共通薬物輸入罪構成要件内の錯誤であ
っても、C や D を輸入する意思で、A や B を輸入した場合には、A や B






































いては、X が Y との間で A に対する虚偽公文書作成罪の教唆を共謀した











　また、東京高判昭和33年 9 月30日（高刑集11巻 8 号486頁）は、外国人登
録証明書の作成事務を担当していた被告人 X らが、密入国してきた外国
人登録証明書の交付を受けていない Y らと順次共謀の上、行使の目的を































































































文堂、2000年）18頁は、後掲最決平成 2 年 2 月 9 日について、「法定的符合説が予
定している錯誤論における符合の程度をさらに真正面から故意論として展開」した
ものと評価する。














































































な」いと指摘する。また、菅沼真也子「判批」法学新報120巻 5 ・ 6 号（2013年）
291頁も参照。















































































































































































































。前掲最決平成 2 年 2 月



















































平成 2 年 2 月 9 日に従うものであるとする。















（ 3）千葉地裁平成 8年 9月17日判決
　薬物事犯の故意の成否に関して、積極的排除類型に言及する裁判例とし























































。しかし、「B である（麻薬である）」という認識と「非 A である（覚せ
い剤ではない）」という認識で扱いを異にする理由はないものと思われる
（329）
。
とりわけ、本稿のように、覚せい剤や麻薬という「種」についての錯誤が
同一構成要件内の錯誤であると解するなら、積極的排除類型も、「人違い」
の場合と同様、故意を認めうる客体の錯誤の一事例にすぎないのである。
ただし、覚せい剤を積極的に排除していることは、覚せい剤と同等に禁圧
されている加重薬物構成要件の認識を欠いていることの間接事実になりう
るという限りで、認定論のレベルでは意味を持ちうるだろう。
おわりに
　故意の認識対象に「構成要件」という枠を設定すべきという、故意の構
成要件関連性の要請は、従来、暗黙のうちに前提とされてきた。本稿は、
その暗黙の前提をあえて理論的に基礎づける試みであったが、そこから、
故意の認識対象と符合の限界については「不法構成要件」という同一の基
準で規律すべきという成果を得ることができた。
　本稿で提示した私見を支える 2 つの命題は、形式論理としての「故意論
と錯誤論の表裏一体性」と、実質的指導原理としての「責任の不法対応
性」にある。各論点の検討においては、この 2 つの命題から故意論と錯誤
（328）　前田・前掲注（ 8 ）188頁。
（329）　髙山・前掲注（35）83頁は、前田の見解に対して、「このような修正を要する
こと自体が、もともとの『実質的故意論』の不十分さを示している」と批判する。
故意の認識対象と符合の限界（2・完）（小池）　　145
論の統一的基準を導出することに意を払った。故意論・錯誤論は、刑法理
論のなかでもとりわけ複雑で解決困難な領域のひとつであるが、それゆえ
にこそ、透徹した論理が求められているように思われてならない。
【付記】本稿は、早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号：2019C─496）
による研究成果の一部である。
